
-1- 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

USEN GATE 02  

050Phone サービス規約 
 
 
 
 
 
 

2021年9月1日版 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



-2- 
 

第１章 総則 
 

（規約の適用） 

第1条 株式会社ＵＳＥＮ ＩＣＴ Ｓｏｌｕｔｉｏｎｓ（以下「当社」といいます。）は、電

気通信事業法（以下「事業法」といいます。）その他の法令の規定に基づき、この

『050Phoneサービス利用規約』（料金表を含みます。以下「規約」といいます。）を定め、

これにより 050Phoneサービス（以下「本サービス」といいます。）を提供します。 

2  本サービスに関し、この規約に定める内容と当社が別途定める個別規定に定める内容が異な

る場合には、この規約に定める内容が優先して適用されるものとします。 

 

（規約の変更） 

第2条 当社は、この規約を変更することがあります。この場合、料金その他の提供条件は、

変更後の規約によります。なお、変更後の約款は当社が適当と認める方法により通知するも 

のとします。 

 

（適用関係） 

第3条 本サービスに関して、「御見積書」・「御申込書」、「本約款」及び「特定協定事業

者約款」の規定が抵触するときは、「御見積書」・「御申込書」、「本約款」、「特定協定事

業者約款」の順に優先して適用するものとします。 

 

（用語の定義） 

第4条 この規約においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

用語 用語の意味 

1 電気通信設備 電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設備 

2 電気通信サービス 電気通信設備を使用して他人の通信を媒介すること、その他電気通

信設備を他人の通信の用に供すること 

3 電気通信回線設備 伝送の場所と受信の場所との間を接続する伝送路設備およびこれと

一体として設置される交換設備並びにこれらの附属設備 

4 GATE 02 網 主としてデータ通信の用に供することを目的としてインターネット

プロトコル（IP）により符号または影像の伝送交換を行うための当

社の電気通信回線設備のこと 

5 IP通信網 主としてデータ通信の用に供することを目的としてIPにより符号ま

たは影像の伝送交換を行うための電気通信回線設備 

6 相互接続点 当社と当社以外の電気通信事業者（事業法第9条の登録を受けた者ま

たは事業法第16条第１項の届出をした者をいいます。以下同じとし

ます。）との間の相互接続協定（事業法第33条第9項もしくは同条

第10条または第34条4項の規定に基づき当社が当社以外の電気通信

事業者との間で電気通信設備の接続に関し締結した協定をいいま

す。以下同じとします。）に基づく相互接続に係る電気通信設備の

接続点 

7 契約回線 当社との加入契約に基づいて、当社と契約の申込者が指定する場所

との間に設置される電気通信設備のこと 

8 利用回線 相互接続点を介してGATE 02 網と相互に接続する電気通信設備であ

って、東日本電信電話株式会社・西日本電信電話株式会社のIP通信

網サービスに係る契約に基づいて相互接続点と契約者が指定する場

所との間に設置されるもの 
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9 IP電話 IP通信網および電話網を使用して当社が提供する電気通信サービス

であって、主として通話の用に供するもの 

10 050Phoneサービス 「050」で始まる電話番号を使用し、音声通話サービスを受けるこ

とができるIP電話サービス 

11  USEN GATE 02 
取扱所 

(1) 本サービスに関する業務を行う当社の事業所 

(2) 当社の委託により本サービスに関する契約事務を行う者の事業

所 

12 利用契約 当社から本サービスの提供を受けるための契約 

13 契約者 当社と利用契約を締結している者 

14 端末設備 契約回線および利用回線の終端に接続される電気通信設備であっ

て、1の部分の設置場所が他の部分の設置場所と同一の構内（これに

準ずる区域内を含みます。）または同一の建物内にあるもの  

15 自営端末設備 電気通信回線設備を設置する電気通信事業者以外の者が設置する端

末設備 

16 自営電気通信設備 電気通信回線設備を設置する電気通信事業者以外の者が設置する電

気通信設備であって、端末設備以外のもの 

17 自営端末設備等 自営端末設備および自営電気通信設備 

18 技術基準等 端末設備等規則（昭和60年郵政省令第31号）で定める技術基準およ

び当社が総務大臣の登録を受けて定めるIP通信網サービスに係る端

末設備等の接続の技術的条件 

19 消費税相当額 消費税法（昭和63年法律第108号）および同法に関する法令の規定

に基づき課税される消費税の額並びに地方税法（昭和25年法律第

226号）および同法に関する法令の規定に基づき課税される地方消

費税の額 

20 ユニバーサルサー

ビス料 

ユニバーサルサービス制度の当社負担費用を本サービスの契約者に

対し請求する際に用いる名称 

21 電話リレーサービ

ス料 

電話リレーサービス制度の当社負担費用を本サービスの利用者に対

し請求する際に用いる名称 

 
 

第2章 サービス 
 

（サービスの対象） 

第5条 当社は、当社の USEN GATE 02 のインターネット回線サービス（以下「回線サービ

ス」といいます）の契約者に本サービスを提供します。 

 

（提供区域） 

第6条 本サービスは、当社が定める回線サービスの提供区域において提供します。 

 

（営業時間） 

第7条 本サービスを利用できる時間は、当社が定める回線サービスの利用できる時間としま

す。 
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（サービスの種類） 

第8条 当社は、本サービスにおいて次の種類の音声通信サービスを提供するものとします。 

種類 内容 

網内通信 契約回線から発信する通信であって、次の間で行われるもの 

（ア） 契約回線相互間 

（イ） 契約回線と当社の直加入サービス（IP接続サービスを除きま

す。）に係る電気通信設備との間 

国内通信 契約回線から発信し、本邦内に終始する通信であって、網内通信、当社

IP電話網通信、携帯電話着信通信およびPHS着信通信以外のもの 

携帯電話着信通

信 

契約回線から発信し、携帯電話設備 (電気通信番号規則第9条第3号に規

定する電気通信番号により識別される電気通信設備をいいます。) との

間で行われる通信 

PHS着信通信 契約回線から発信し、PHS設備（電気通信番号規則第9条第4号に規定す

る電気通信番号により識別される電気通信設備をいいます。）との間で

行われる通信 

国際通信 契約回線から発信し、本邦と外国（インマルサットシステムに係る地球

移動局（海事衛星通信を取り扱う船舶に設置した地球局および可搬型地

球局をいいます。以下同じとします。） を含みます。） との間で行わ

れる通信 

電話番号案内 交換取り扱い者への電話番号等（電話番号および電気通信事業者が提供

する電気通信番号をいいます。以下同じとします。）の問合せに対して

案内を行う通信 

備考 

1 本邦とインマルサットシステムに係る移動地球局との間で行われる通信については、その

着信先となる移動地球局の所在地にかかわらず、国際通信として取り扱います。 

2 緊急通報用電話は、発信することができません。 

 

 

第3章 契約 
 

（利用契約の単位） 

第9条 当社は、1契約回線および 1利用回線ごとに 1の利用契約を締結します。この場合、

契約者は、1の利用契約につき 1人に限ります。 

 

（利用契約申込みの方法） 

第10条 利用契約の申込みは、当社所定の契約申込書を、契約事務を行う USEN GATE 02 取扱

所に提出することにより行うものとします。 

 

（利用契約申込みの承諾） 

第11条 当社は、利用契約の申込みがあったときは、受け付けた順序に従って承諾します。 

ただし、当社の業務の遂行上支障があるときは、この限りでありません。 

2  当社が、利用契約の申込みを承諾する日は、当社所定の契約申込書を当社が受け付けた日と

します。 

3  当社は、前 2項の規定にかかわらず、次の場合には、その利用契約の申込みを承諾しないこ

とがあります。 

(1) 契約申込書に虚偽の事実を記載したことが判明したとき 

(2) 本サービスを提供することが技術上著しく困難なとき 

(3) 契約者が、本サービスの料金その他債務の支払を現に怠り、または怠るおそれがあると

当社が判断したとき 
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(4) 第34条（契約者の義務）の規定に違反するおそれがあるとき 

(5) その他当社の業務の遂行上著しい支障があるとき、または支障があるおそれがあると当

社が判断したとき 

4  当社は、前項の規定により、本サービスの利用契約の申込みを承諾しないときは、あらかじ

め契約者にその理由等を当社所定の方法で通知します。 

 

（提供開始日および最低利用期間） 

第12条 本サービスの提供開始日は、契約者が、当社が指定する自営端末設備等の設置を行い、

通信状況を確認した日とします。 

2  本サービスの最低利用期間は、本サービスの提供開始日を含む翌月の 1日から起算して 1年

間とします。 

3 契約者は、最低利用期間内に利用契約の解除があった場合、当社が定める期日までに、料金

表に規定する額を支払っていただきます。 

 

（利用契約の移転） 

第13条 契約者は、同一建物内に限り、本サービスの利用契約の移転を請求することが出来ま

す。 

2 当社は、第 1項の請求があったときは、第 11条（利用契約申込みの承諾）の規定に準じて取

り扱います。 

3 同一建物外への移転に際しては、本サービスの利用契約の解除を行い、移転先住所で新たに

利用契約の申込みをして頂きます。この場合、第 12条（提供開始日および最低利用期間）第 3

項の規定については適用いたしません。 

4 前項の場合、移転前の利用契約と移転後の利用契約で最低利用期間の引継ぎは行われません。 

 

（契約者が行う利用契約の解除） 

第14条 契約者は、利用契約を解除しようとするときは、利用契約を解除しようとする日の 1

ヶ月前までに、その旨を USEN GATE 02取扱所に当社所定の書面により通知していただきま

す。 

 

（当社が行う利用契約の解除） 

第15条 当社は、第 22条（提供停止）の規定により本サービスの利用停止をされた契約者が、

なおその事実を解消しない場合は、その利用契約を解除することがあります。 

2  当社は、契約者が第第 22条（提供停止）第 1項各号の規定のいずれかに該当する場合に、

その事実が当社の業務の遂行に特に著しい支障を及ぼすと当社が判断したときは、前項の規定

にかかわらず、その利用契約を解除することがあります。 

3  当社は、前 3項の規定により、その利用契約を解除しようとするときは、あらかじめその旨

を当社所定の方法によりその契約者に通知します。 

  ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りでありません。 

 
 

第4章 付加サービス 
 

（付加サービスの提供） 

第16条 当社は、契約者が付加サービスの提供を希望する場合は、次の場合を除いて、その旨

を USEN GATE 02取扱所に当社所定の書面により通知していただくことで、料金表に定める

ところにより付加サービスを提供します。 

(1) 付加サービスの提供を請求した契約者が、付加サービスの料金の支払を現に怠り、また

は怠るおそれがあると当社が判断したとき 

(2) 付加サービスの提供が技術的に困難なとき、または保守することが著しく困難である等

当社の業務の遂行上支障があるとき 

2  前項の場合において、料金表に特段の定めがある場合はその定めるところによります。 
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（付加サービスの変更） 

第17条 当社は、契約者が付加サービスの変更を希望する場合は、次の場合を除いて、その旨

を USEN GATE 02 取扱所に当社所定の書面により通知していただくことで、変更を行います。 

(1) 付加サービスの変更を請求した契約者が、付加サービスの料金の支払を現に怠り、また

は怠るおそれがあると当社が判断したとき 

(2) 付加サービスの変更が技術的に困難なとき、または保守することが著しく困難である等

当社の業務の遂行上支障があるとき 

2 前項の場合において、料金表に特段の定めがある場合はその定めるところによります。 

 

（付加サービスの解約） 

第18条 当社は、契約者が付加サービスの解約を行おうとするときは、解約を希望される日の 1

ヶ月前までに、その旨を USEN GATE 02取扱所に当社所定の書面により通知していただきま

す。 

2 当社は、契約者がその利用契約を解除し、または解除されたときは、当該利用契約に係る付

加サービスを解約します。 

 
 

第5章 設備等 
 

（自営端末設備の接続） 

第19条 契約者は、その契約回線および利用回線の終端においてまたはその終端に接続されて

いる電気通信設備を介して、その契約回線および利用回線に自営端末設備を接続するときは、

その接続の請求をしていただきます。この場合において、技術基準等に適合することについて

事業法第 86条第 1項に規定する登録認定機関の認定を受けた端末機器以外の自営端末設備を

接続するときは、当社所定の書面によりその接続の請求をしていただきます。 

2 当社は、前項の請求があったときは、次の場合を除き、その請求を承諾します。 

(1) その接続が技術基準等に適合しないとき 

(2) その接続が電気通信設備（当社の電気通信設備に限ります。以下この条において同じと

します。）を損傷し、またはその機能に障害を与えると当社が判断したとき 

(3) その接続が電気通信設備を利用する他の契約者に迷惑を及ぼすと当社が判断したとき 

3  契約者がその自営端末設備を変更したときについても、前 2 項の規定に準じて取り扱います。 

4  契約者は、その契約回線等および利用回線等に接続されている自営端末設備を取り外したと

きは、その旨を当社に通知していただきます。 

 

（自営電気通信設備の接続） 

第20条 契約者は、その契約回線および利用回線の終端においてまたはその終端に接続されて

いる当社の電気通信設備を介して、その契約回線および利用回線に自営電気通信設備を接続す

るときは、その接続を行う場所、その自営電気通信設備を構成する機器の名称その他その請求

の内容を特定するための事項について記載した当社所定の書面により、その接続の請求をして

いただきます。 

2  当社は、前項の請求があったときは、次の場合を除き、その請求を承諾します。 

(1) その接続が技術基準等に適合しないとき 

(2) その接続が電気通信設備（当社の電気通信設備に限ります。以下この条において同じと

します。）を損傷し、またはその機能に障害を与えると当社が判断したとき 

(3) その接続が電気通信設備を利用する他の契約者に迷惑を及ぼすと当社が判断したとき 

3  契約者がその自営電気通信設備を変更したときについても、前 2項の規定に準じて取り扱い

ます。 

4  契約者は、その契約回線および利用回線等に接続されている自営電気通信設備を取り外した

ときは、その旨を当社に通知していただきます。 
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第6章 提供中止および提供停止 
 

（提供中止） 

第21条 当社は、次の場合には、本サービスの提供を中止することがあります。  

(1) 回線サービスの提供中止が行われたとき 

(2) 本サービスを利用して特定の回線サービス用通信回線から、多数の不完了呼（相手方の

応答前に発信を取り止めることをいいます。以下同じとします。）を発生させたことに

より、現に通信が輻輳し、または輻輳するおそれがあると当社が判断したとき 

2   当社は、前項の規定により、本サービスの提供を中止するときは、あらかじめその旨を契約

者に通知します。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。 

 

（提供停止） 

第22条 当社は、契約者が次のいずれかに該当するときは、当社が定める期間、本サービスの

提供を停止することがあります。  

(1) 回線サービスの提供停止が行われたとき 

(2) 第34条（契約者の義務）の規定に違反したと当社が認めたとき 

2  当社は、前項の規定により本サービスの提供停止をするときは、あらかじめその理由、提供

停止をする日を当社所定の方法により契約者に通知します。ただし、前項第 2号により提供停

止を行う場合であって、緊急やむを得ない場合は、この限りでありません。  

 
 

第7章 料金等 
 

（料金） 

第23条 当社が提供する本サービスの料金は、基本利用料、付加サービス利用料、一時金、ユ

ニバーサルサービス料、電話リレーサービス料、および従量料金に係るものとし、料金表、お

よび料金表別表に定めるところによります。  

 

（料金の支払義務） 

第24条 契約者は、本サービスの提供開始日の属する暦月の翌月の初日から起算して利用契約

の解除があった日の属する暦月の末日までの期間（本サービスの提供開始日の属する暦月と解

除または解約があった日の属する暦月が同一の暦月である場合は、その暦月とします。）につ

いて、料金表に規定する基本利用料（料金表に規定する従量料金に係るものを除きます。）の

支払を要します。 

2   契約者は、付加サービスの提供開始日の属する暦月の翌月の初日から起算して利用契約の解

除または、付加サービスの解約があった日の属する暦月の末日までの期間（付加サービスの提

供開始日の属する暦月と解除または解約があった日の属する暦月が同一の暦月である場合は、

その暦月とします。）について料金表に規定する付加サービス利用料の支払を要します。 

3  契約者は、本サービスの提供開始日から起算して利用契約の解除があった日の属する暦月の

末日までの期間（本サービスの提供開始日の属する暦月と解除または解約があった日の属する

暦月が同一の暦月である場合は、その暦月とします。）について料金表に規定する従量料金に

係るものの支払を要します。 

4  契約者は、本サービスの提供開始日の属する暦月の翌月の初日から起算して利用契約の解除

があった日の属する暦月の前月の末日までの期間について、料金表に規定するユニバーサルサ

ービス料および電話リレーサービス料の支払を要します。 

5  前項の期間において、契約者の希望により本サービスを利用することができない状態が生じ

たときの基本利用料、付加サービス利用料、一時金、ユニバーサルサービス料、電話リレーサ

ービス料、および従量料金に係るものの支払は、本サービスを利用できなかった期間中の支払

を要します。 

6  本条の規定にかかわらず、料金表に特段の定めがある場合は、その定めるところによります。  
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（債権の譲渡） 

第25条 当社は、この規約の規定により、支払を要することとなった料金その他の債務に係る

債権の全部または一部を当社が第三者に譲渡することがあります。 

 

（割増金） 

第26条 契約者は、料金その他の債務の支払を不法に免れた場合は、その免れた額のほか、そ

の免れた額（消費税相当額を加算しない額とします。）の 2倍に相当する額に消費税相当額を

加算した額を割増金として支払っていただきます。 

 

（遅延損害金） 

第27条 契約者は、料金その他の債務（遅延損害金を除きます。）について支払期日を経過し

てもなお支払がない場合には、支払期日の翌日から支払の日の前日までの日数について、年

14.5％の割合で計算して得た額を遅延損害金として支払っていただきます。 

  ただし、支払期日の翌日から起算して 10日以内に支払があった場合は、この限りでありま

せん。 

 
 

第8章 保守 
 

（契約者の維持責任） 

第28条 契約者は、自営端末設備等を、技術基準等に適合するよう維持していただきます。 

2  契約者は当社が、自営端末設備等の一部稼動停止、設置操作等を申入れた場合、協力するも

のとします。 

 

（契約者の切分責任） 

第29条 契約者は、本サービスを利用することができなくなったときは、自営端末設備等に故

障その他の原因のないことを確認のうえ、当社に修理の請求をしていただきます。 

2  前項の確認に際して、契約者から請求があったときは、当社は、USEN GATE 02取扱所に

おいて通話試験を行い、その結果を契約者にお知らせします。 

3  当社は、前項の試験により当社の電気通信設備に故障がないと判定した場合において、当社

より係員を派遣することはありません。 

 
 

第9章 料金の減額 
 

（料金の減額） 

第30条 当社は、本サービスを提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき理由によりそ

の提供をしなかったときは、本サービスが全く利用できない状態にあることを当社が知った時

刻から起算して、24時間以上その状態が連続したときに限り、その契約者の料金の減額請求

に応じます。また、契約者が当該料金の減額の対象となる本サービスが復旧した時点から 3ヶ

月を経過する日までに当該請求をしなかったときは、契約者はその権利を失うものとします。 

2  前項の場合において、当社は、本サービスが全く利用できない状態にあることを当社が知

った 時刻以後その状態が連続した時間（24 時間の倍数である部分に限ります。）について、

24時間ごとに日数を計算し、その日数に対応する料金の減額請求に応じます。 

 

（天災または事変等による減額の不適用） 

第31条 当社は、天災または事変等その他当社の責めによらない事由により、本サービスが全

く利用できない状態となる場合において、前条（料金の減額）の規定は、適用いたしません。 

 

（免責） 
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第32条 当社は、この規約等の変更により自営端末設備等の改造または変更（以下この条にお

いて「改造等」といいます。）を要することとなる場合であっても、その改造等に要する費用

については負担しません。 

2  当社は、契約者が本サービスを利用することにより得た情報またはソフトウェア等について

は、その完全性、正確性、有用性または適法性を保証しません。 

3  当社は、契約者が本サービスを利用することにより他人との間で生じた紛争等に関して、一

切責任を負わないものとします。 

 
 

第10章 雑 則 
 

（承諾の限界） 

第33条 当社は、契約者から工事その他の請求があった場合に、その請求を承諾することが技

術的に困難なとき、または保守することが著しく困難である等当社の業務の遂行上支障がある

ときは、その請求を承諾しないことがあります。この場合は、その理由をその契約者に通知し

ます。ただし、この規約において特段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

 

（契約者の義務） 

第34条 契約者は、次のことを守っていただきます。  

(1) 本サービスの利用にあたって、コールバックサービス（本邦から発信する国際通信（料

金表に規定する国際通信をいいます。）を、外国から発信する形態に転換することによ

って通信を可能とする形態の電気通信サービスをいいます。以下同じとします。）のう

ち、当社の電気通信設備の品質と効率を著しく低下させる下表の方式のものを利用し、

または他人に利用させないこと 

方式 概要 

ポーリング方

式 

外国側から本邦宛に継続して通信の請求が行われ、契約者がコールバ

ックサービスの利用を行う場合のみ、それに対応することで提供がな

されるコールバックサービスの方式 

アンサーサプ

レッション方

式 

その提供に際して、当社が国際通信に係る通信時間の測定を行うため

に用いる応答信号が不正に抑制されることとなるコールバックサービ

スの方式 

(2) 本サービスの利用にあたって、故意に多数の不完了呼を発生させる等、通信の輻輳を生

じさせるおそれがある行為を行わないこと 

(3) 違法にまたは公序良俗に反する態様で、電話サービス等を利用しないこと 

(4) 前各号のほか、本サービス等に係る当社の業務に妨害を与える行為をしないこと 

 

（通信の秘密の保護） 

第35条 当社は、本サービスの提供に伴い取り扱う通信の秘密を事業法第 4 条に基づき保護し、

本サービスの円滑な提供を確保するために必要な範囲でのみ利用または保存します。 

2  前項の規定にかかわらず、当社は、刑事訴訟法その他の法令の規定に基づき強制の処分等が

行われた場合には、当該法令および令状に定める範囲で、また特定電気通信役務提供者の損害

賠償責任の制限および発信者情報の開示に関する法律（以下「プロバイダ責任制限法」といい

ます。）第 4条に基づき開示の請求があった場合には、開示請求の要件が充足されたときに限

り当該開示の請求の範囲で通信の秘密に関する情報の一部を提供することがあります。  

 

（個人情報等の保護） 

第36条 当社は、申込者等の同意を得て個人情報等（本サービスの提供に関連して知り得た契

約申込者の個人情報であって、前条第 1 項に規定する通信の秘密に該当しない情報をいいます。

以下同じとします。）を利用する場合を除き、その個人情報等を第三者に開示または漏洩しな

いものとし、かつ、本サービスの業務の遂行上必要な範囲を超えて利用しないものとします。 
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2  前項の規定にかかわらず、当社は、刑事訴訟法その他の法令の規定に基づき強制の処分等が

行われた場合には、当該法令および令状に定める範囲で、また、プロバイダ責任制限法第 4条

に基づき開示の請求があった場合には、開示請求の要件が充足されたときに限り当該開示の請

求の範囲で個人情報等の一部を提供することがあります。 

（注）業務の遂行上必要な範囲での利用には、契約申込者に係る情報を当社の業務を委託してい

る者に提供する場合を含みます。  

 

（プログラム複製等の禁止） 

第37条 契約者は、本サービスにおいて提供される機器の一部を構成するプログラムがある場

合、そのプログラムに関して次の行為はしないものとします。 

(1) 有償、無償を問わず、プログラムの全部または一部を第三者に譲渡し、もしくはその再

使用権を設定し、または複製し、第三者に使用させること 

(2) プログラムの全部または一部を複製すること 

(3) プログラムを変更または改作すること 

2   契約者は、プログラムの保管あるいは使用に起因して損害が発生したときは、一切の賠償責

任を負い、当社に何等の負担はかけないものとします。 

 

 (反社会的勢力に対する表明保証） 

第38条 加入申込者は、加入契約締結時および締結後において、自らが暴力団または暴力団関

係企業・団体その他反社会的勢力（以下、総称して「反社会的勢力」といいます。）ではない

こと、反社会的勢力の支配・影響を受けていないこと、ならびに自らの役員、従業員、および

関係者等が反社会的勢力の構成員、またはその関係者ではないことを表明し、保証するものと

します。 

2 契約者が次の各号のいずれかに該当することが合理的に認められた場合、当社はなんら催告す

ることなく加入契約を解除することができるものとします。 

(1) 反社会的勢力に属していること 

(2) 反社会的勢力が経営に実質的に関与していること 

(3) 反社会的勢力を利用していること 

(4) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていること 

(5) 反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していること 

(6) 自らまたは第三者を利用して関係者に対し、詐術、暴力的行為、または脅迫的言辞を用いた

こと 

 

（合意管轄） 

第39条 当社は、契約者と当社の間でこの規約に関して訴訟の必要が生じた場合には、東京地

方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

（閲覧） 

第40条 この規約において、当社が別に定めることとしている事項については、当社は閲覧に

供します。 

 
 

別記 

 

1. 特定協定事業者約款 

 アルテリア・ネットワークス株式会社 「UCOM光 050Phone サービス規約」    

 https://www.arteria-net.com/business/download/ 
 

2. 料金表 

  本サービスにおける料金表は、特定協定事業者約款別記に準じます。ただし、下記を除きま

す。 

(1) 第3表 IP電話用ゲートウェイに係る料金 
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(2) 第3-2 IP電話用ゲートウェイに係る料金（ANG） 

(3) 第4-3 IP電話用ゲートウェイのレンタル解除料金 

(4) 第4-4 IP電話用ゲートウェイのレンタル機器未返還時の料金 

 

（以下余白） 


